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　2005 年 5月19日、「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」の改正が施行され、我が国初
の船舶に関する大気汚染防止規制が開始された。この規制は、全世界の船舶からの大気汚染防止を目的
とした、MARPOL73/78 条約の1997年議定書の発効に伴うものである。日本国内の窒素酸化物、
硫黄酸化物の総排出量のうち、船舶からの排出量が占める割合はそれぞれ33％、21%と報告されてお
り、今回の規制はこれらの削減に向けて大きな意義がある。規制内容は、船舶からの窒素酸化物、硫黄
酸化物はもとより、揮発性有機化合物、オゾン層破壊物質（ハロン等）および船舶での焼却物質の制
限を対象としている。また、総トン数400トン以上の全ての船舶には定期検査が義務付けられることに
なった。本規制の開始により、船舶による大気汚染に歯止めがかけられることになる。
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トピックス 3　船舶に対する大気汚染規制の開始
　2005年５月 19日、我が国において船舶に対して
は初めての大気汚染防止規制が施行された。世界
を航行する船舶に関する規制は、自国籍船にのみ
規制を行っても大きな効果は期待できない。その
ため、1997年、全世界の窒素酸化物（NOx）､硫黄
酸化物（SOx）の対策として、船舶による汚染防止
のための国際条約に関する議定書（MARPOL73/78
条約）に「大気汚染防止のための規則（附属書Ⅵ）」
を追加する 97年議定書が採択された。この議定書
は、締約国が 15カ国以上、締約国の商船船腹量が
総トン数で世界全体の 50％以上に達した場合に発
効するという条件があり、議定書の採択から７年
後の 2004 年５月 18日、サモアが 15番目の批准国
となったことで発効条件を満たした。なお、日本
は 2005 年２月 16日に批准した。今回、日本で施
行される規制は、この議定書の発効（2005 年５月
19日）に伴ったものである。
　全世界の船舶から排出されるNOxと SOxの量
は、世界の総排出量に対して、それぞれ13％、６％
と見積もられている。また、日本国内における船
舶からの排出量比率はNOx：33％、SOx：21％と
報告（注１）されており、船舶による大気汚染の影響
は小さいとはいえない状態である。今回の船舶に
対する大気汚染規制は、環境施策として大きな意
義がある。
　日本で施行された「海洋汚染及び海上災害の防
止に関する法律」の改正の規制内容は、船舶から
のNOx、SOxはもとより、揮発性有機化合物（VOC）、
オゾン層破壊物質（ハロン等）および船舶での焼
却物質を対象としている。また、総トン数 400 ト
ン以上の全ての船舶は定期検査が義務付けられ
る。初回検査は、新船については完工時に、現存
船は 2005 年５月 19日以降に予定されている最初
の定期的入渠検査の完了日までに受検する必要が
ある（ただし、2008 年５月 19 日を超えてはなら
ない）。国際航海に従事する船舶に対して、検査の
適合性が確認されれば、有効期限５年の国際大気
汚染防止証書（IAPP：International Air Pollution 
Prevention）が交付され、国際航行が可能となる。
また、議定書に批准していない国の船舶が日本へ
入港する際にも、規制値の適合性が確認できる検
査証明書が要求され、検査証明書を所持していな
い船舶に対しては、次回入港までに準備すること
が勧告される。本規制が開始されることにより、
船舶からの大気汚染に歯止めがかけられることに
なる。
規制対象 発生源 規制内容
窒素酸化物
（NOx）
エンジン
排出基準適合エンジンに発給さ
れる国際大気汚染防止原動機証
書（EIAPP：Engine International Air 
Pollution Prevention）が交付されたエ
ンジンを搭載しなければならない。
（定格出力が 130kWを超えるディー
ゼルエンジンが対象。ただし非常用
専用ディーゼルエンジンを除く）
硫黄酸化物
（SOx）
エンジン
（燃料油）
使用燃料の硫黄分濃度は、硫黄酸化
物排出規制海域においては1.5％以下、
それ以外の海域においては4.5％以下
のものを使用しなければならない。
揮発性有機
化合物（VOC）
液体貨物
規制実施港湾を利用するタンカーに
対して蒸気収集装置搭載を義務付け
ている。
オゾン層破壊
物質（ハロン等）
消火器、
冷凍機等
排出の禁止。新規搭載の禁止。
船内発生廃物
の焼却ガス
焼却炉
焼却物質の制限。技術基準に適合す
る焼却炉の使用。
規制概要
（注１）シップ・アンド・オーシャン財団「船舶排ガスの地球環境への影響と防止技術の調査研究報告書」（1999）
